
①介護費：利用者から本来受領すべき額（全体の１０％）

軽減総額（6%)

国制度による
軽減総額(2.5%)

②居住費・食費：実費（100％）
＜法人は、利用者から本来受領すべき額の２５％を立替、その内１２．５％分を負担＞

軽減総額 25%

①介護費：利用者から本来受領すべき額（全体の10%）

軽減総額(6%)

都制度による
軽減総額(2.5%)

②居住費・食費： 上記Ａと同じ

軽減総額（5%）

軽減対象者から本来受領すべき額（10%）

≪注≫「国(法外)制度」と「都制度」の比較は、老齢福祉年金受給者以外の生計困難者の例
　　　「国(法外)制度」の比較は、国、都、区及び法人等の負担割合を一部省略して記載

軽減対象者が負担する額
(5％)

法人等
1/2

Ａ、Ｂを除く全ての法人による居宅サービス24種類の介護費
＜法人は、利用者から本来受領すべき額の50％を立替、その全額を後日区が負担＞

区独自上乗せ
[拡充部分]

(3.5％)　区10/10
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法人等
約1/2

対象サービス：小規模多機能型居宅介護/通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ/認知症対応型通所介護/短期入所療養介護/訪問看護/訪問
入浴介護/訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ/短期入所生活介護(以上､介護予防ｻｰﾋﾞｽを含む)/訪問介護/通所介護/夜間対応型訪問介護
/地域密着型通所介護/定期巡回・随時対応型訪問介護看護/看護小規模多機能型居宅介護/総合事業訪問介護ｻｰﾋﾞｽ
（従前相当ｻｰﾋﾞｽ）/総合事業通所介護ｻｰﾋﾞｽ（従前相当ｻｰﾋﾞｽ）/総合事業生活援助ｻｰﾋﾞｽ（訪問型区独自基準のｻｰﾋﾞ
ｽ）/総合事業運動器機能向上ｻｰﾋﾞｽ（通所型区独自基準のｻｰﾋﾞｽ）/支えあいｻｰﾋﾞｽ事業（訪問型住民参加型）/介護予
防筋力アップ教室（通所型短期集中型）
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軽減対象者が負担する額
(75％)

対象サービス ： 小規模多機能型居宅介護/
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ/認知症対応型通所介護/
短期入所療養介護/訪問看護/訪問入浴介護
/訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ/短期入所生活介護(以上､
介護予防ｻｰﾋﾞｽを含む)/訪問介護/通所介護
/夜間対応型訪問介護/地域密着型通所介護
/定期巡回・随時対応型訪問介護看護/看護
小規模多機能型居宅介護/総合事業訪問介
護ｻｰﾋﾞｽ（従前相当ｻｰﾋﾞｽ）/総合事業通所介
護ｻｰﾋﾞｽ（従前相当ｻｰﾋﾞｽ）

区
10/10

2019.4

社会福祉法人・公立による介護費
＜法人は、利用者から本来受領すべき額の60.0％を立替、その内12.5％分を負担＞

都
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区
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法人等
約1/2

低所得者に対する利用者負担軽減施策について（イメージ図）

軽減対象者が負担する額
(4％)

国
約1/4

区独自上乗せ
[拡充部分]

(3.5％)　区10/10

 対象サービス：短期入所生活介護/小規模多
機能型居宅介護/認知症対応型通所介護（以
上、介護予防ｻｰﾋﾞｽを含む)/介護福祉施設
ｻｰﾋﾞｽ/訪問介護/通所介護/密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護/夜間対応型訪問
介護/地域密着型通所介護/定期巡回・随時
対応型訪問介護看護/看護小規模多機能型
居宅介護/総合事業訪問介護ｻｰﾋﾞｽ（従前相
当ｻｰﾋﾞｽ）/総合事業通所介護ｻｰﾋﾞｽ（従前相
当ｻｰﾋﾞｽ）
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全ての法人（ＮＰＯ法人、営利法人など）による介護費
＜法人は、利用者から本来受領すべき額の60.0％を立替、その内12.5％分を負担＞

区
1/4 軽減対象者が負担する額

(4％)


